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はじめに 

 

 本報告書は、東京大学 大学総合教育研究センター中原淳研究室が電通育英会から支援をうけ、

2015年11月から12月にかけて共同研究として実施した「大学在学中の「職」に関連する行動と

就職活動に関する実態調査」（以下、本調査）の調査概要および集計結果をまとめたものであ

る。この場を借りて、電通育英会の皆様には、心より感謝を申し上げる。 

 就職活動によって、社会の様々な厳しさを知り、「目の色が変わる」学生というものがいる

ことを我々は経験的によく知っている。こうした学生は、就職活動をへて、組織ではたらく構

えができ、組織参入後の組織適応が円滑に進むのではないかと想像できる。しかし、経験的に

わかっているこの事実を検証した研究はない。とりわけ、激変する現在の就職活動において、

どのような学生が就職活動で学び変化をするのかを検証した研究は少ない。 

 また、現在、就職活動のあり方が、インターンシップを含め変化しているなかで、従来の就

活が古くなりはじめてきている。現在目まぐるしく変わっていく就職活動のあり方をスナップ

ショットとして把握していくことも、重要なことである。 

 本調査は、この数年で変化している大学生の就職活動の動態とともに、就職活動のみならず、

就職活動を始める前の職業と関連しうる活動について、何がどの程度行われているのかといっ

た実態を明らかにすることを目的とした。本調査を通じて、大学生の就職活動の現状がつかめ

ると同時に、就活で大きく飛躍する人材要件を明らかにすることを目指した。 

 就職活動は、就職しようとする大学生だけで成立するものではない。大学生の教育を担う大

学、採用活動を行い社員として受け入れようとする企業、当事者である大学生の三者のどれ一

つがかけても成立しない。そして、三者三様の思惑と役割を持っている。本調査の結果が、大

学教育、就職活動、採用活動を通じ、人材育成の一助となることを願う。 

 

 

2016年2月28日 

 

東京大学大学総合教育研究センター中原淳研究室 

准教授 中原淳（研究代表者） 
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調査結果の掲載・引用について 

本報告書に掲載されている図版や調査結果の掲載や引用を希望される場合には、自由に引用・

転載してくださって構いません。また、引用・転載にあたっては、事前に連絡をくださる必要

はありませんが、必ず以下の【出典記載例】に則って、出典をご明記いただくよう、お願いし

ます。 

 

【出典記載例】 

高崎美佐, 中原淳(2016).「大学在学中の「職」に関わる行動と就職活動に関する調査」報告書. 

http://www.dentsu-ikueikai.or.jp/transmission/investigation/result/ 
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 本報告書は、1．結果の概要、2．調査の概要、3.調査結果詳細の 3 章で構成されている。1

章では、2016 年 3 月に大学を卒業する大学生の在学中の「職」に関する経験についての実態

と就職活動（時期と結果）に関する実態について、調査を通じての発見を主に述べる。詳細の

結果については、3 章を参照されたい。  

 

1. 結果の概要  

 電通育英会と東京大学大学総合教育研究センター中原淳研究室によって実施したＷｅｂモニ

ターを対象とした「大学生の就職に関連する行動に関する調査」（有効分析数 447 人）で得ら

れたデータに基づく分析結果の概要を示す。 

 本調査は、この数年で大きく変化している就職活動に関連し、①インターンシップが推進さ

れる 1中で在学中にどのような「職」に関する経験がどの程度なされているかという実態を把握

すること、②採用活動に関するスケジュールが変更された 2016 年 3 月卒の大学生の就職活動の

実態を把握することのふたつを目的として実施した。 

 分析対象となった 447 名は、①2015 年度に大学４年生であること、②2016 年度４月には民間

企業（従業員規模は問わない）、もしくは NPO 法人などの団体に所属する予定であること、③医

学部、歯学部、看護学部、薬学部、獣医学部以外に在籍している学生であること、④自由応募

の就職活動をした場合に経験する採用面接や応募書類（エントリーシート）の作成の経験が少

なくとも一度はあることの４つの条件を満たしたものである。 

 

1.1 在学中の「職」に関する経験と意識  

 近年、大学において、企業や地域と連携した授業やプロジェクトが実施されることが増えて

いる。しかし、一般的にどの程度の大学生が参加し、どのように取り組んでいるのかが明らか

にされていない。  

 そこで、大学が企業（地域）と連携し、その企業（地域）の課題解決を目的とした授業への

参加、大学外での活動を伴う授業への参加、インターンシップへの参加について尋ねたところ、

大学 3 年生の 4 月ごろまでにまったく経験していないものが 32.0%(n=143)存在することがわ

かった。また、それらの活動に参加し、ひとつでも【熱心にやった】と回答している割合は参

加したもののうちの 25.0％、全体の 17.0％であった。つまり、企業や地域と連携した授業やプ

ロジェクトが大学教育の中で実施されているものの、参加経験がないものが存在し、経験して

いる者も参加するだけに終わっているという場合が多いということがわかった。  

 また、1990 年後半以降、大学の就職課がキャリアセンターとなり、在学生のキャリア教育を

担う機関となっており、キャリアセンターによるキャリア教育を入学直後から行っている大学

も存在している。こういったキャリア関連の授業へは 75.9%(n=335)が参加しており、うち

21.4％が【熱心にやった】と回答している。つまり、キャリア関連の授業については、インタ

                                                   
1「日本再興戦略」（平成 25 年 6 月 14 日閣議決定）においては、我が国の将来を担う若者全て

がその能力を存分に伸ばし、世界に勝てる若者を育てることの重要性に鑑み、インターンシッ

プに参加する学生数についての目標設定や、キャリア教育から就職まで一貫して支援する体制

の強化、インターンシップ活用の推進等が提言され、推進されている（文部科学省 Web サイト

http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/sangaku2/1346606.htm より抜粋）  
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ーンシップや企業（地域）連携型授業に比べると大学生にも定着していることがわかる。  

 インターンシップへの参加状況について、初めてインターンシップに参加した時期が大学 3

年の 7~8 月であるケースがもっとも多い（33.9%）。この時期は、就職ナビサイト 2から応募で

きるインターンシップのもっとも早期のものの実施時期と重なる。ナビサイト経由で応募し、

インターンシップに参加するケースが多くなっている。「企業で働くことを経験したかったから」

という理由でインターンシップに参加した者が多いが、「インターンをやっていない就職活動に

不利益になりそうだから」「なんとなく」というように、決して積極的とは言えない理由も多数

を占めていた。  

 参加したインターンシップについては、グループワークが主な内容の 1 日以内のものが多か

った。一方、実務の経験を伴う 1 週間以上のインターンシップへの参加は少数であることがわ

かった。つまり、インターンシップとして実施されているものの、実際の就業体験を伴ってお

らず、企業の広報活動の一環になっている可能性が高い。このようなインターンシップへの参

加によって、「参加した企業（業界）の業務内容の理解」は多少進んでいるようであるが、イン

ターンシップへの参加動機である「働くことの経験」は必ずしも得られていない状況であるこ

とがわかる。  

 

1.2 就職活動時期の実態  

 経団連の「採用活動に関する指針」に準じて採用活動が行われたとすれば、企業は新卒予定

者が大学 3 年生 3 月 (2015 年 3 月 )に企業の採用広報を開始し、大学 4 年生の 8 月（2015 年 8

月）に選考を開始することになる。大学生は、企業の採用スケジュールに合わせて就職活動を

行っていくことになる。しかし、「採用活動に関する指針」に準じた採用活動を行うのは経団連

に加盟している企業だけであり、未加盟企業は指針に準じる義務がない。したがって、そうい

った企業にとって、採用活動を始めるタイミングの決定権は企業にある。また、経団連加盟企

業も、未加盟企業に遅れをとらないように何らかの活動を行う可能性がある。このような採用

側の事情から、早期に活動を始め内定を得て、早期に活動を終了する大学生が多数存在する可

能性があると考えられていた。  

 しかし、実態は大きく二つのパターンに分かれることがわかった。ひとつめは、①大学 3 年

になってすぐに大学の就職ガイダンスでスケジュールの説明を受ける→②大学 3 年 6 月に就職

ナビサイトに登録する→③大学 3 年 7-8 月にナビサイト経由で応募したインターンシップに参

加する→④大学 3 年 3 月にプレエントリー、及びエントリーを行い企業説明会に参加し始める

→⑤大学 4 年になって面接などを受け始める（最初の内々定）→⑥大学 4 年 8 月の経団連加盟

企業の選考を受ける、というパターンである。ふたつめは、ひとつめのパターンの①～③のプ

ロセスを経験しない、もしくは③をより遅い時期（大学 3 年の 12 月～2 月）に経験し、④以降

は同じスケジュールですすめるパターンであると考えられる。  

 上記を総合すると、説明会に参加し、選考を受けるという活動が一定の時期に集中している

ことは変わっていない。つまり、2015 年 3 月までに卒業した大学生が大学 3 年生の 12 月～大

学 4 年生 4 月頃に行った活動を、大学 3 年の 3 月～大学 4 年の 8 月頃に行うというスケジュー

                                                   
2 リクナビやマイナビなど  
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ルの後倒しが起っていたに過ぎない。また、企業は、採用広報開始可能時期が遅れることによ

って、インターンシップと名付けられた広報活動をその前（大学 3 年生 7 月～2 月頃）に行う

ことになったと考えられる。この時期のインターンシップに参加することを決めた大学生は、

就職活動が長期化している可能性があると言える。  

 就職活動を始めるまでは「自分の将来について真剣に考えたことがあまりなかった」という

割合が 45.6％であり、「就職したい企業を具体的に考え始めた時期」が大学 3 年生 3 月以降で

あるものが半数を超えている。つまり、半数の学生にとって、企業の広報活動の開始時期≒将

来（就職）について考えるタイミングとなっていることがわかる。  

 

1.3 就職活動結果の実態  

 就職活動の結果、卒業後に働く会社・組織（以下、入社予定企業と表記）を決定する。第一

志望の企業に入社予定であるものが 39.1%であり、志望しておらず就職活動開始当初は知らな

かった企業に入社予定であるものが 31.1%である。さらに、「志望していたわけではないが、

エントリーしていた企業から最初に内々定を獲得したため、その企業に入社するケース」が 2

割程度存在すると推測される。しかし、回答者の 38.7％が【とても満足】と回答しており、【満

足していない】と回答したのは 5.6%にすぎない。つまり、入社予定企業に対してはおおむね満

足と感じている。  

 内々定獲得については、1 社のみの場合が 47.0％と最も多く、次いで 2 社の 24.4%、3 社の

17.0%である。1 社つまり、3 社までで 88.4％である。「内定長者」や「就活格差」などの俗語

があるが、実態としては内々定を 4 つ以上持っている割合は 1 割程度であることがわかった。 

 就職活動中に、志望企業や志望業界、やりたい仕事などが変わった割合は、全体の 65.3%で

あった。なかでも、志望業界や第一志望企業が変わる割合が多かった。このような変更は、1.2

で述べたとおり、企業が採用活動を始めるまで、自分の将来や就職について具体的に考えてい

ないことが影響しているだけでなく、働いている人から仕事に関する話を聞く、就職や労働に

関するニュースに目を通すといった働くことについて知識を持ち、選択肢を増やすといった行

動が欠如していることも要因となっていると考えられる。  

 

1.4 まとめ  

 本調査の結果、多くの大学生が不安や迷いを抱えながらも、大学 3 年生 3 月にはいくつかの

企業の採用に関する情報の入手を開始する。同時に、会社説明会に出て、その中から選考に進

みたい企業を決めて応募し、面接などの選考を受けていくことがわかった。大学生が抱えてい

る不安は、インターンシップを含めてどこからが選考になるのかがわかりづらいことだけでな

く、企業の採用活動の開始時期と将来のことを考える時期を混同する（させられる）ことで大

学 3 年生 3 月までは「キャリア探索」を行っていないことにも起因すると考えられる。  

 これらを改善するために、就職活動に関連する三者がそれぞれの立場から行動する必要があ

ると考えられる。企業は、選考がいつから、どのように始まるのかを明示することが必要であ

る。大学（とくにキャリア支援に携わる部門）は、より多くの学生が「熱心に」取り組めるよ

うな「職」に関連する諸活動を考え、実施する必要がある。さらに、就活ナビサイトのエント
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リー開始≒就職に関わる行動の開始ではないことを大学、企業、関連するメディアが伝えてい

く必要があるであろう。大学生は、自分に関する情報と企業や仕事に関する情報を適切なタイ

ミングで必要な量を入手し、自分に関する情報と照らし合わせながら、企業を選択していく必

要がある。  
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2. 調査の概要  

 本章では、本調査は、東京大学大学総合教育研究センター中原淳研究室と電通育英会によっ

て実施された「大学在学中の「職」に関わる行動と就職活動の実態に関する調査」の目的や方

法など、調査の概要について述べる。 

 

2.1. 調査の目的  

 「活躍する組織人」の要因を社会人になる前に翻って明らかにする調査・研究は端緒につい

たばかりであるが、大学時代の経験と組織に入ったあとの活躍とは 10％程度しか関わりがない

ことが「学校から仕事へのトランジション調査」で明らかになっている（中原・溝上 , 2014）。

さらに、就職活動を通じて「仕事」を知ったうえで自分の適性に気づいたり、働くことへの興

味が増したりする経験は入社後の組織（育成状況や同僚・上司）に対する認知にも影響を及ぼ

し、活躍に対して 30％程度の関わりを持つことが明らかになっている（高崎 , 2015）。しかし、

そのような就職活動がどのように行われているのか、どのような人がそのような経験をしやす

いのかについては明らかにできていない。  

 そこで、就職活動を終えた大学４年生を対象に大学在学中の「職」に関連する活動、インタ

ーンシップ、就職活動の進め方、意識や行動などについての質問紙調査を行った。得られたデ

ータを分析し、入社後の活躍に関わる就職活動を経験しうる要因を明らかにすることが本調査

の目的である。 

 

2.2. 調査の方法  

 20歳～25歳のインターネットモニター（株式会社インテージの調査モニターとして登録して

いるもの）を対象として行った。 

 

2.3. 調査時期  

 スクリーニング調査を2015年11月20日～11月23日に実施した。スクリーニング調査の結果、

条件（詳細は、2.4にて説明）を満たす770名に対し、12月11日～12月17日に実施した。 

 

2.4. 調査対象  

 本調査では、一般的な大学生の就職活動を明らかにすることを目的としたため、分析対象者

を以下の①～④の条件を満たす者とした。①2015年度に大学４年生であること、②2016年度４

月には民間企業（従業員規模は問わない）、もしくはNPO法人などの団体に所属する予定である

こと、③医学部、歯学部、看護学部、薬学部、獣医学部以外に在籍している学生であること、

④採用面接や応募書類（エントリーシート）の作成の経験が少なくとも一度はあることの４つ

である。③について、医学部、歯学部、看護学部、薬学部、獣医学部では、就職先が緊密につ

ながっており、また、自由応募で一般企業に就職するケースは少ないと考えられる。これを鑑

みると、調査目的である一般的な大学生の就職活動と一致しない可能性が高いため除外するこ

ととした。④について、一般的な自由応募での就職活動を行った場合、応募書類の作成や採用

面接は就職先を決定するにあたって、少なくとも一度は経験すると考えられる。このため、こ
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れらの活動を一度も行っていない場合、就職活動を行わず就職先が決定したケース（例えば、

縁故での就職や家業を継ぐケース）と考えられ、一般的な自由応募の就職活動とはルートや活

動内容が異なる可能性がある。これを鑑み、④の条件を設定した。 

 最終的に447名を分析対象者とした。分析対象となった447名の属性を表 1に示す。 

 

表  1 分析対象者の属性  

 

  N ％ 

性別  
男性  161 36.0 

女性  286 64.0 

在籍学部  

人文科学  139 31.1 

社会科学  167 37.4 

理学  21 4.7 

工学  49 11.0 

農学  18 4.0 

その他* 53 11.9 

在籍大学の

入学難易度  

（自己申告） 

とても難しい（偏差値目安

66 以上）  
25 5.6 

難しい（偏差値目安 65～

58）  
83 18.6 

どちらかといえば難しい  

（偏差値目安 57～52）  
144 32.2 

中程度（51～48）  101 22.6 

どちらかというと易しい  

（47～43）  
60 13.4 

居住地  

北海道・東北  37 8.3 

関東  195 43.6 

中部  68 15.2 

関西  90 20.1 

中国  13 2.9 

四国  6 1.3 

九州・沖縄  38 8.5 

合計  447 100.0 

*家政・芸術・スポーツなど 

 

 回答者の男女割合は、男性36.0％、女性64.0％であった。平成27年度版学校基本調査によれ

ば、大学卒業者のうち就職するものの男女比率はおよそ1：1であるため、母集団（2016年3月に

大学を卒業し就職を希望している者）に比べると今回の対象者は女性が多かったと言える。ま

た、在籍学部は、社会科学、人文科学が多いが、これは理学、工学、農学などの理系学部は大

学卒業と同時に就職するケースに比べると進学するケースが多いため、実態を反映したものと

考えられる。在籍大学の入学難易度については、多少偏りがあるもののほぼ正規分布している。

回答者の居住地については、関東が43.6％（うち、東京都在住が17.7%）であり、関西が20.1%、

中部が15.2％である。なお、2016年４月以降の在籍予定先については、447名中444名が民間企

業、3名がNPOなどの団体であるが、入社予定企業に関しての詳細は「3.3.1 入社予定企業（従

業員規模）」で述べる。 

 また、大学の定員確保に伴って推薦入試やＡＯ入試が増えて以降、学校歴だけでなく、入学
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経路を採用時の選考ポイントにしている企業も存在する。つまり、大学入学経路と就職活動結

果には関連がある可能性があるため、入学経路についてもたずねた。回答者の大学入学経路（入

試種別）について図 1に示す。普通入試を通じて入学している割合が64.4%（n=288）ともっと

も多い。私立大学の入試方法別入学者数を参照してみると、普通入試が50％程度、それ以外の

入試方法による入学が半数程度であるから、本調査が国公立大学に所属する大学生も対象とし

ていることを考えると、妥当な数値と言える。ただし、が、高校からの指定校推薦によって入

学している割合が21.3%(n=95)と、私立大学の入学者に占める指定校推薦の割合(10～15％程度

が多い)と比べると若干多めである 3。 

 

*センター利用入試(n=4)は普通入試に含めた 

図  1 大学入学経路（入試種別） N=447 

 

2.5.調査項目  

 調査の目的にそって、就職活動前（大学3年4月まで）の活動、インターンシップへの参加状

況と参加意図、就職活動に関連する行動時期、就職活動の内容、内定後の企業とのコミュニケ

ーション、入社予定企業に対する思いなどを尋ねた。30の質問からなり、全質問項目数は150

であった。 

 

3. 調査結果  

3.1 就職活動準備期  

 本節では、就職活動を本格的に始める前の活動として、大学 3 年生 4 月まで4に行った「職」

に関わる活動への取り組み状況、インターンシップへの参加状況の結果について述べる。  

                                                   
3 私立大学の入試方法別入学者数は、森川（2103）を参照した。

http://www.shigaku.or.jp/old/kenkyu/kh25.htm 

 
4 大学 3 年生になると、就職活動に関連する活動（大学での就職ガイダンスや就職ナビサイト

への登録など）が本格的に始まる。このため、その前の時期として大学 3 年生 4 月とした。  

普通入試

64.4%

高校からの推

薦（指定校推

薦）

21.3%

AO入試

7.4%

付属高校から

の進学
4.5%

その他の推薦

（スポーツ推

薦、自己推薦）

2.5%

http://www.shigaku.or.jp/old/kenkyu/kh25.htm
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3.1.1 大学 3 年生 4 月までの活動  

 近年、インターンシップやプロジェクト型学習（PBL）、サービスラーニングというような大

学が企業や地域と連携しながら実施する授業が、大学教育の中で位置付きつつある。これらの

活動は、社会とのつながりをうみ、働くことを意識づける可能性がある活動と考えられている。

これらの活動について、就職に関連する活動が本格化する前の大学３年生４月までにどの程度

行われているかを尋ねた。 

 

図  2 大学３年生４月までに経験した活動とその取り組み度合い  

 

 図  2 より、もっとも多くの人が参加・経験した活動は「大学のキャリアセンターなどが主催

するキャリア関連授業の受講」であった。大学入学直後からキャリア支援を行う大学が増えて

おり、その取り組みが定着している一方で、全体の 25.1％（n=112）が参加・経験していない

ことも明らかになった。  

 インターンシップが一般化しているというイメージがあるが、「3.大学から単位認定されるイ

ンターンシップ」を経験したものは全体の 31.5％（n=141）であった。また、プロジェクト型

学習と関連する「1.大学が企業（地域）と連携し、その企業（地域）の課題解決を目的とした

授業への参加」、「2.大学外での活動（企業に対するインタービューなど）を伴う授業への参加」

のうち、少なくとも一つを経験している者は、全体の半分である。さらに、経験した者のうち

【熱心にやった】と回答した者は 1 割に満たず (6.5%)、経験した者も参加するだけに終わって

いる場合が多い。  

 就職活動を成功させるためのエントリーシートの書き方指導や添削、面接対策などを中心に

行う就活塾 5が増加している。「7.就活塾への通塾、就活サークルでの活動」に参加しているケ

ースは、全体の 33.1％（N=148）となっており、就職活動対策を行う者が全体の 3 分の 1 程度

存在していることがわかった。なお、この項目については、大学難易度との関連が認められ（χ

2(20)＝29.4, p<.1）、入学難易度が高い大学に在籍しているケースに比べると大学難易度が低い

大学に在籍しているケースで経験割合が高くなっていた。  

                                                   
5 1992 年創業の我究館が最初と言われているが、特に 2008 年以降に増加している  
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3.1.2 大学のキャリア支援  

 1990 年代終盤以降、キャリアセンターと名前を変える大学の就職課が増えた。同時に、キャ

リアセンターは学生に対する就職先の紹介だけでなく、キャリア形成を支援するような授業の

実施、キャリア相談機能の強化などを謀ってきた。しかし一方で、就職支援にとどまり長期的

視点でのキャリア支援がなされていないという指摘も存在している。この実態を明らかにする

ために、大学においてどのようなキャリア支援がどの程度なされているのかについての大学生

の認知を尋ねた。  

 

 

図  3 大学のキャリア支援の実施状況（大学生の認知）  

 

 図  3 から、もっともよく行われていると認知されている支援は「3.学生が就職できるように

支援すること」であり、31.3％（n=140）と 3 割を超える大学 4 年生が【とても行われていた】

と回答している。「1.学生が自分にあった進路を見つけられるよう支援すること」についても【ま

あ行われていた】【とても行われていた】と認知している割合が 7 割を超えている。  

 一方で、「5.入社後を見据えるなど長期的なキャリア形成を支援すること」は、【まったく行

われていなかった】と回答した者が 11.6%（n=52）であり、【まあ行われていた】【とても行わ

れていた】を合わせても 50.6％（n=226）であった。「4.学生が社会に出て活躍できるように支

援すること」についても、【行われていた】と認知している割合が 7 割を下回っている。就職

させることだけでなく、社会に出た後、就職した後までを考慮した長期的な視点で、どのよう

なキャリア支援をしていくかについては課題があると考えられよう。  

 

3.1.3 インターンシップへの参加  

 近年、インターンシップの実施が盛んになっている。特に、リクナビ、マイナビなどの就職

ナビにインターンシップ情報が掲載されるようになってから（2013 年度以降）は、よりインタ

ーンシップへの参加が多くなっていると考えられる。インターンシップの参加実態を把握する

ため、参加企業数と応募ルートについて尋ねた。  
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図  4 インターンシップの参加社数 N=447（単一回答）  

 図  4 より、インターンシップに参加していないものは全体の 44.5％（n=199）である。就職

予定の者のうち半数は、インターンシップを経験していないことがわかった。  

 インターンシップ経験者の中では、1 社のみ参加と回答した割合がもっとも多い。インター

ンシップ経験者  (n=248)のうち、1 社のみ参加した割合が 34.7％（n=86）であり、2 社参加の

25.0％（n=62）を合わせれば、インターンシップ経験者の半分を占めていることになる。一方、

10 社以上参加した割合は全体の 8.1％（n=36）、これはインターンシップ経験者の 14.5％であ

る。つまり、インターンシップは何社も経験するものではなく、数社経験するか、全く経験し

ないかのいずれかであることがわかった。  

  

 

図  5 インターンシップへの参加ルート（N=447）  

 

 図  5 は、参加したインターンシップの応募ルートを尋ねた結果である。回答者はそれぞれの

ルートからの応募について、実際に参加した社数を回答している。リクナビやマイナビといっ

たナビサイトからは、それ以外のルートと比べると 3 社（6.3％）、7 社以上（6.3％）と何社か

のインターンシップを経験している割合が多くなっている。  

 以上、図  4、図  5 から、インターンシップへの参加は多くなってきているものの、依然とし

て約半数の大学生が経験していないことが明らかになった。  

 インターンシップに応募したことがある 279 名に対して、応募理由としてもっともあてはま

るもの一つについて回答を求めた（図  6）。  
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図  6 インターンシップに応募した理由  

 としてもっとも多い応募理由は、「企業で働くことを経験したかったから」であり、これが

37％（n=104）である。しかし、「インターンをやっていないと意識が低いと思われるなど、就

職活動時に不利益になりそうだから（14.7%、n=41）」、「なんとなく（7.6％、n=34）」、「周り

のみんなが参加するから (4.5％、n=20)」と、必ずしも働くことに対して積極的な理由だけでイ

ンターンシップへの参加を希望しているとは限らない。  

 一方、インターンシップに 1 社も応募しなかった 168 名に対して、インターンシップに応募

しなかった理由をたずねた（図  7）。  

 

図  7 インターンシップに応募しなかった理由（複数回答 n=168）  
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 図  7 から、インターンシップに応募しなかった理由として「学業を優先したため」という回

答の割合がもっとも多く、43.5％（n=73）である。しかし、「自分の今後のために特に必要な

いと考えたから」との回答が 35.1％（n=59）、「就職活動とは関係ないと考えたから」との回答

が 19.0%（n=32）となっている。  

 インターンシップ参加の理由と合わせて考えると、インターンシップが採用とどのような関

係性にあるのかが学生にとっては不明確であり、学生自身の中でもインターンシップをどのよ

うに位置づけるのかということが明確になっていないことが伺える。  

 以下では、インターンシップに参加したケース（n=248）に対してインターンシップの参加

時期、内容、期間について尋ねた結果をまとめる6。  

  

 

 

 

 

図  8 インターンシップの参加時期（1 社目）  

 

 図  8 より、初めてインターンシップに参加した時期は、昨年度（大学 3 年生時）の 7～8 月

が 33.9％ (n=84)と最も多い。この時期は、就職ナビサイトに登録した場合、もっとも早いタイ

ミングでインターンシップに参加できる時期であり、大学生が夏休みに集中的に参加できるサ

マーインターンと呼ばれるインターンシップの開催時期と重なっている。この結果を踏まえる

と、大学 3 年生の約 4 分の 1 が 10 月頃までにインターンシップを経験していると考えられる。

次に参加した割合が多いのが昨年度（大学 3 年生時）の 2 月で 12.5%(n=31)であった。  

 次に、参加したインターンシップの期間を示す（図  9）。  

                                                   
6 インターンシップに参加した企業最大 5 社について回答をもとめた。集計結果は、のべ件数

となっている。  
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図  9 参加したインターンシップの期間（回答数：522、欠損：121）  

 もっとも多かったものは、1 日型のインターンシップへの参加で、39.1%(204 件 )であった。

また、次に多いのは、3～5 日型（1 週間型）インターンシップで 22.4％（117 件）であった。

半日で終わるものへの参加も 19.0%(49 件 )あった。これらを総合すると、1 週間未満で終わる

インターンシップが回答数のうち 89.8%（469 件）を占め、参加したインターンシップのほと

んどが 1 週間を超えない短期型であることがわかった。  

 

図  10 参加したインターンシップの内容（回答数：541、欠損：112）  

 

 図  10 から、インターンシップでは「グループワーク（企画立案、課題解決、プレゼンなど）」

がもっとも頻繁に行われており 41.0％ (222 件 )であった。しかし、現場での仕事体験も 18.7％

(101 件 )あることがわかる。合わせて表  2（インターンシップ期間と内容のクロス集計表）を

確認すると 5 日以下のインターンシップでは、「グループワーク（企画立案、課題解決、プレ
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ゼンなど）」を行うことが多く、6 日以上になると「現場での仕事」をする場合が多くなる。し

かし、2 日や 3～5 日の場合も実際に仕事を経験するインターンシップも行われていることがわ

かった。  

 期間と内容を合わせた表  2 を見ると、会社や工場見学、講義、交流会を 1 日程度で行うもの

もインターンシップとして行われている場合が 1 割程度存在していることも明らかになった。 

表  2 インターンシップ期間と内容のクロス集計表（行毎に 100%）  

  

会社や

工場な

どの見

学 

現場で

の仕事

体験 

仕事の 

シミュレ

ーション

体験 

グルー

プワー

ク 

人事担

当者や

社員の

講義 

若手社

員との

交流・座

談会 

その他 

半日型 19.2% 3.0% 7.1% 49.5% 13.1% 8.1% 0.0% 

1 日型 13.2% 12.3% 15.2% 43.1% 7.4% 8.3% 0.5% 

2 日型 10.2% 22.4% 16.3% 36.7% 10.2% 4.1% 0.0% 

3～5 日 5.1% 29.1% 14.5% 47.0% 3.4% 0.0% 0.9% 

6 日～10 日 8.3% 50.0% 16.7% 16.7% 8.3% 0.0% 0.0% 

11 日～20

日 
5.3% 57.9% 15.8% 15.8% 5.3% 0.0% 0.0% 

21 日以上 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

全体 11.5% 19.3% 13.4% 41.6% 7.7% 6.1% 0.4% 

3.1.4 インターンシップ参加による効果  

 インターンシップは、学生が企業での実務経験が、「何がしたいのか」や「どのような適性が

あるのか」に気づく機会の提供という目的がある。しかし、3.1.3 で確認したように大学生が経

験しているインターンシップは、短期間の疑似職務であるケースが多い。このようなインター

ンシップに参加することによってどのような効果が得られているのかを確認するために、1 社

以上インターンシップに参加した 248 名に対し、インターンシップに参加する前と後を比較し、

変化があったかどうかを尋ねた。  

 

図  11 インターンシップに参加したことによる変化  

 

 もっともインターンシップに参加することによる変化が認識されていたのは、「4.参加した企

業が自分に向くかどうかについて理解が深まった」という変化であり、61.3%(n=152)が【よく
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あてはまる】もしくは【あてはまる】と回答していた。それ以外に、「2.参加した企業 (業界 )で、

どのような仕事がなされているのかわかった」、「3.企業や組織で働くことがどのようなことか

について理解が深まった」についても、変化を認知している割合（【よくあてはまる】、もしく

は【あてはまる】と回答した割合）が、5 割を超えていた。  

 一方、変化を認知していない項目も存在する。「10.社会人の人脈が増えた」については、50.4%

（n=125）が、【あてはまらない】と回答しており、インターンシップへの参加によって社会人

とのつながりができることは少ないと考えられる。また、「8.就職活動で有利になった」につい

ても【あてはまらない】の回答が 40.3%（n=100）であった。参加理由として「インターンシ

ップが採用のプロセスの一部であると思っていたから」と回答しているケースも見受けられた

ため、インターンシップへの期待とのズレが発生している場合もあると思われる。  

 以上から、参加した企業 (業界 )に関する理解が深まるという変化は、インターンシップの効

果としてあり得るであろう。しかし、実際の仕事経験に基づいていないため、その理解の精度

がどの程度かは不明である。インターンシップと称しながらも実際の仕事の経験を伴わず、企

業の採用に関する広報活動に留まらなければ、さらにインターンシップの効果を上げられる可

能性がある。  

 

3.2 就職活動期  

 本節では、就職活動がいつ頃どのように行われているか、就職活動をするにあたってどのよ

うな意識であったかの結果について述べる。  

3.2.1 就職に関連する行動時期  

 卒業後の進路や就職活動に関連する 14 の行動時期について尋ねた。14 項目すべてについて、

大学入学前、大学 1 年時、大学 2 年時、大学 3 年 4～5 月、大学 3 年 6 月～大学 4 年 9 月まで

の各月、大学 4 年 10 月以降に「行っていない」を加えた 22 の選択肢から一つを選ぶように求

めた。  

 濱中 (2007)は、「いつ頃、どのような活動を行うべきなのか」が就職支援サイトや就職マニュ

アル本に記載されており、多くの学生がそれに合わせて就職活動を行うことを指摘し、これを

「標準的な就職活動」と表現している。大学生の就職活動（特に選考に関わるもの）は、企業

の採用スケジュールに合わせて行わざるを得ないため「標準的な就職活動」が存在している。

経団連の採用選考に関する指針 7に準じれば、2016 年 3 月卒の場合は、2015 年 3 月  (大学 3 年

生 3 月 )が企業の広報活動の解禁日であり、2015 年 8 月（大学 4 年生の 8 月）が選考活動開始

可能日となる。したがって、2016 年 3 月卒の大学生にとっての「標準的な就職活動」は、大

学 3 年生 3 月（2015 年 3 月）から会社説明会への参加、大学 4 年生の 8 月頃に最終面接及び

内々定8の獲得ということになるであろう。  

 「標準的な就職活動」は就職ナビサイトをツールにして行われる。2016 年卒は、就職ナビサ

イトへの登録が大学 3 年の 6 月から可能であった。ナビサイトに登録した学生に対し、大学 3

                                                   
7 2013 年発表の 2016 年度入社者の採用選考に関する指針

（https://www.keidanren.or.jp/policy/2013/081.html）を参照した  
8 正式な内定は、大学 4 年生の 10 月 1 日以降に出される。多くの企業ではその日行う内定式

で、内定通知を渡す。  
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年の 7 月から各企業のインターンシップ開催に関する情報提供が行われ、学生は、ナビサイト

からインターンシップ応募が可能になる。2015 年 3 月の広報解禁と同時に多くの日系企業が

就職ナビサイトに新卒採用広告を掲載し、掲載企業への資料請求、もしくは応募が可能になる9。

つまり、「標準的な就職活動」は、大学 3 年の 6 月にナビサイトへの登録、大学 3 年の 7 月～8

月にインターンシップに参加、大学 3 年生 3 月が企業へのプレエントリー開始となる。しかし、

すべての企業がこのスケジュールでのみ採用活動を行っているわけではなく、学生は自分の希

望する企業の採用スケジュールを確認して活動することが求められる。  

 以下では、本調査において収集したデータに基づき、2016 年 3 月卒の大学生の就職活動に

関連する行動時期をまとめる。  

 

図  12 大学卒業後の進路について考え始めた時期  

 

 大学卒業後の進路について考え始めた時期としてもっとも多いのは、大学 3 年の 3 月であり、

14.5%（n=65）である。しかし、大学 3 年 3 月までに進路を考え始めている割合は 89.9%(n=402)

であるから、進路をあまり考えてこなかった場合に、プレエントリーするにあたって進路を考

え始めるというケースが多いと思われる。次に多いのが大学 3 年の 4 月～5 月であり、この時

期は多くの大学で就職活動を前にガイダンスが始まる時期とも言える。  

 

                                                   
9 この資料請求、もしくは興味通知のことを「プレエントリー」と言い、本報告書でも「プレ

エントリー」という表現を用いる  
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図  13 就職ナビサイトへの登録時期  

 

 ナビサイトへの登録時期は、すでに指摘したとおり大学 3 年 6 月が最も多く全体の 19.2%

（n=86）である。それ以降次第に登録する者が増え、プレエントリー開始の大学 3 年 3 月に再

度登録が増えている。「登録を行っていない」と回答したのは、全体の 0.4%(n=2)であり、ほと

んどの大学生が就職ナビサイトに登録し、就職活動に活用していることがわかった。  

 

図  14 就職したい企業を具体的に考え始めた時期  

  

 就職したい企業を具体的に考え始めた時期についても、大学 3 年 3 月がもっとも多く、全体

の 25.5％（n=114）と 4 分の 1 がこの時期と回答している。採用広報の解禁に合わせて、プレ

エントリーを行わなければならず、このためどの企業に就職しようかを意識し始める、という

ことであろう。一方、この時期までに就職したい企業を考えているケースは、47.2%（n=211）

と約半数存在している。  
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図  15 学内の就職ガイダンス（企業参加なし）に参加し始めた時期  

 

 学内での就職ガイダンスに参加し始めた時期として回答されたのは、大学 3 年 4～5 月がも

っとも多いが、全体の 15.7%(n=70)であった。それ以外には、大学 3 年 10 月、12 月、3 月が

多く、就職活動の節目となる時期にキャリアセンターの就職ガイダンスに参加していると考え

られる。参加していないものも 6.3%(n=34)存在している。  

 

図  16 学内での企業説明会に参加し始めた時期  

 

 学内での企業説明会への参加割合も広報解禁である大学 3 年の 3 月が最も多く、31.1%

（n=139）である。しかし、それ以前に学内説明会に参加している割合が 40.9%(n=183)存在し

ている。これは、採用についての情報提供という形態ではなく、企業研究や企業紹介などとい

った体裁での企業説明会が行われていると考えられる。なお、学内開催の説明会に参加してい

ないと回答したものも 13.9％（n=62）存在している。  
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図  17 合同説明会など数社が参加する企業説明会に参加し始めた時期  

 

 合同説明会などへの参加も大学 3 年 3 月が最も多く、43.0%(n=192)であった。大学 3 年生

12 月～大学 4 年 4 月にかけて、集中的に行われていると考えられる。合同説明会に参加してい

ない者は 9.2％ (n=41)であり、合同企業説明会に参加し、企業の情報収集を行うものが多いと

考えられる。  

 

図  18 OB・OG 訪問を始めた時期  

 

 OB・OG 訪問は、75.4%(n=337)が行っていないと回答している。OB/OG を含むリクルータ

ー経由の就職が大卒者の就職ルートとして確立されていたこともあった。現在は、就職ナビサ

イトの普及によって、OB 訪問自体がほとんどなされていないことがわかった。  
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図  19 学外で開催される個別の企業説明会への参加を始めた時期  

 

 学外で開催される個別の企業説明会への参加時期も大学 3 年 3 月が最も多く 45.2%(n=202)

であった。合同説明会同様、大学 3 年 12 月から大学 4 年始めに集中して行われていることが

わかる。学外で開催される個別の企業説明会には参加していないケースも 8.7%(n=39)存在して

いる。  

 

 

 

図  20 応募を始めた時期  

 

 選考をうけるために必要な手続き（エントリーシートの提出や会社説明会の出席など）を始

めた時期についても大学 3 年 3 月がもっとも多く、46.3%(n=207)であった。大学 3 年 3 月よ

り早い（大学 3 年 2 月以前）のは 17.9%(n=80)であり、大学 4 年以降に行ったのは 35.8%(n=160)

であった。つまり、採用試験を受けるための応募は、大学 3 年 3 月～4 月に特に集中している

ことがわかった。  
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図  21 企業の一次選考を受け始めた時期  

 

 企業の新卒採用の一次選考を受け始めた時期についても大学 3 年 3 月が最も多く

31.1%(n=139)であり、次いで多いのが大学 4 年 4 月の 23.9%(n=107)である。一次選考に該当

するものは、広報活動の解禁である大学 3 年 3 月に急激に始まり、大学 4 年 5 月にかけて集中

的に行われていることがわかる。一方、大学 3 年 2 月以前との回答は 13.9%(n=62)であり、1

割は超えている。  

 

 

図  22 最初の内々定が出た時期 （N=43610）  

 

 最初の内々定が出た時期は、大学 4 年 4 月（7.6％、n=34）以降に増え始め、大学 4 年 5 月、

6 月がもっとも多く、ともに 16.1%(n=72)であった。それ以降、6 月、7 月、8 月も 1 割程度で

推移している。最初の内々定が出た時期が大学 4 年に進級する前（大学 3 年 3 月まで）と回答

した割合は、全体の 9.2%(n=42)であった。  

                                                   
10 最初の内々定時期が入社を決めた企業の内定時期よりも遅いと回答したケース (n=11)は、誤

回答と判断し未回答処理を行った。  
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図  23 入社を決めた企業から内々定をもらった時期  

 

 入社を決めた企業から内々定をもらった時期についても、大学 4 年 4 月 (3.6%、 n=16)以降

に増え始め、もっとも多いのが大学 4 年 8 月の 23.3%(n=104)である。大学 4 年 8 月は経団連

加盟企業の選考開始と重なっている。最初の内々定が出た時期と比較すると、入社を決めた企

業からの内々定は少し時期が遅くなっていると言える。本件に関連して、経団連加盟企業の選

考開始（≒内々定を出す時期）が 8 月以降となったことにより、その前にとった内々定を辞退

するということが懸念されていた。「入社を決めた企業から内々定をもらった時期」が 8 月だ

が「最初の内々定が出た時期」が 7 月以前であると回答した割合は、全体の 22.4%(n=100)存

在していた。  

 

 

図  24 企業の採用選考を受けることをすべてやめた時期  

 

 企業の採用選考をうけることをすべてやめた時期は、大学 4 年 8 月がもっとも多く
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28.4%(n=127)であり、大学 4 年 9 月が 20.1%(n=90)、10 月が 17.7%（n=79）となっている。

大学 4 年 7 月以前に就職活動を終えている割合は、27.5%(n=123)であった。就職活動の終了時

期についても、経団連加盟企業の採用活動スケジュール変更によっての影響が懸念されていた。

具体的には、早期に活動を開始したケースも経団連加盟の大企業を第一志望としている場合は、

その選考が終わる大学 4 年生の 8 月～9 月頃まで就職活動を続けなければならない、という懸

念である。そこで、「入社を決めた企業から内々定をもらった時期」と「企業の採用選考を受け

ることをすべてやめた時期」の比較を行った。「企業の採用選考を受けることをすべてやめた時

期」が大学 4 年 8 月～9 月で、「入社を決めた企業から内々定をもらった時期」がそれよりも前

と回答した割合は、25.7％ (n=115)であった。中には、「入社を決めた企業から内々定をもらっ

た時期」が大学 3 年 12 月でありながら、大学 4 年 8 月まで活動をしていたケースも見受けら

れた。  

 

 以上、就職に関連する行動時期に対する調査結果をまとめてみると、2016 年 3 月卒の就職

活動は、就職ナビサイトにそった「標準的な就職活動」があり、準備期間の違いにより大きく

ふたつのパターンに分かれると考えられる。ひとつめは以下のパターンである。①大学 3 年に

なってすぐに大学の就職ガイダンスでスケジュールの説明を受ける→②大学 3 年 6 月に就職ナ

ビサイト登録→③大学 3 年 7-8 月にナビサイト経由で応募したインターンシップに参加→④大

学 3 年 3 月にプレエントリーを行い企業訪問開始→⑤大学 4 年になって面接などを受け始める

（最初の内々定）→⑥大学 4 年 8 月の経団連加盟企業の選考を受ける。ふたつめは、ひとつめ

のパターンの①～③のプロセスをより遅い時期（大学 3 年の 12 月～2 月）に経験する、もしく

は経験せずに④以降は同じスケジュールですすめるパターンである。早期活動を行い早期に就

職を決めるケースや、長期化しているケースが取り沙汰されている傾向があるが、上記のふた

つのパターンが 7 割程度を占めると考えられる。  

 

3.2.2 キャリア探索行動  

 Stumpf & Hartman(1984)によれば、職業選択の際には、自分の適性を知り、職業のことを

知り、さらに職業に向くかどうかを試してみるといった行動を経ながら、最終的な職業選択が

なされると指摘しており、この職業選択プロセスをキャリア探索行動（ career exploration 

behavior）と定義している。キャリア探索行動を細分化すると、過去を振り返り自分の志向性

を知るための行動「自己探索行動 (self-exploration behavior)、職業や仕事に関する知識を広く

深くするための行動「環境探索行動（environment-exploration behavior）、どのような職業に

向くのかを意図的に試行錯誤する行動「意図的探索行動（ intended-systematic exploration 

behavior）などに分けられる。本来は求職活動前に行われることが想定されているが、本調査

においては、どのタイミング（プレエントリー前なのか後なのか）で、どの程度行われている

のかを尋ねた。  
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図  25 キャリア探索を行った時期と行動量  

 

 図  25 から、就職活動を通じて行われていない割合が最も多いのは、「7.ビジネスコンテスト

に応募するなど自分の仕事に関する力を試す」であり、79%(n=353)が行っていない。しかし、

裏を返せば、21.0％ (n=94)は経験しているということである。  

 プレエントリー前には、「1.自分が働く目的について考える」、「2.就職にあたって改めて自分

の性格について考える」、「3.自分がやりたいことは何か考える」をはじめとする自己探索行動

が比較的よく行われている。一方、環境探索行動に該当する「6.働いている人から、仕事に関

わる話を積極的に聴く」、「8.意識して就職や労働に関するニュースに目を通す」は、プレエン

トリー前に行っている割合は 3 割～4 割程度である。環境探索行動では「5.世の中にはどのよ

うな仕事があるのかを調べる」だけが、プレエントリー前に行ったと回答している割合が 63.8%

（n=285）と半数を超えている。また、「7．ビジネスコンテストに応募するなど自分の仕事に

関する力を試す」、「9.就職先としての関心にかかわらず、アルバイトやインターンで複数の種

類の仕事を経験する」という意図的探索に該当する項目は、就職活動を通じてもやっていない

割合が多い。  

 上記から、就職先を選ぶ際に「自分はどのような仕事に性格や能力的に向いているか、何を

やりたいのか」という自己探索は比較的多くの人がやっていると考えられるが、それと実際の

仕事、企業をマッチングさせるために必要な環境探索行動、意図的探索行動は十分でない可能

性が高い。  

 

3.2.3 就職活動を開始した頃の状態  

 就職活動には、様々な不安が伴う。就職活動を開始した頃（質問文では「プレエントリー」

を開始した頃）の考え方、気持ちについて回答を求めた。質問内容は、職業レディネス尺度（下

村 ,1994）、職業選択不安尺度 (松田、永作、新井 , 2008)を参考にし、就職活動開始した頃に、

就職についてどのように捉えていたかを尋ねた。  
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 まず、就職活動対象（応募企業、入社を希望する企業）について明確になっていたかどうか

を尋ねた項目の結果について述べる。「1.就職活動においての「本命」が絞れていた」、「2.卒業

後どこで何をしたいのかを聞かれても的確に答えられる状態だった」について、【あてはまらな

い】と回答した割合がそれぞれ 34.2%(n=153)、40.5%(n=181)であった。つまり、本命が絞れ

ておらず、どこで何をしたいのかがはっきりしていない割合が 3 割から 4 割程度存在しており、

本命が絞れている状態は 1 割程度にすぎないことがわかった。また、「5.それまで自分の将来に

ついて真剣に考えたことがあまりなかった」について、【だいたいあてはまる】、【とてもあては

まる】と回答した割合が 45.6％（n=204）と半数程度存在し、「6.何を基準にして就職先をきめ

ればよいのかよくわからなかった」との回答についても、【だいたいあてはまる】、【とてもあて

はまる】と回答した割合が 53.7%（n=240）存在している。つまり、就職活動開始時点（2.2

項から推測すると大学 3 年 3 月頃）には、応募先が曖昧で選択基準も曖昧な状態であることが

わかる。  

 次に、就職、もしくは就職活動が重要と認識していたかを尋ねた項目の結果について述べる。

「12.就職活動は、自分の一生を左右する問題だと思っていた」については、【とてもあてはま

る】【だいたいあてはまる】と回答した割合が 70.5％（n=315）であり、【あてはまらない】と

回答した割合が 5.8%（n=26）であった。また、「11. 何が何でも正規の社員（職員）として就

職すると決めていた」については、【とてもあてはまる】【だいたいあてはまる】と回答した割

合が 75.8%（n=339）であった。さらに、「14.希望する企業から内定が得られなければ、就職

浪人すればよいと思っていた」については、【あてはまらない】と回答した割合が 68.0%(n=304)

であった。つまり、多くの大学生が就職活動を「一生を左右する問題」と認識しているがため

に、正社員として年度内に就職するということを自分自身の課題として認識した上で、就職活

動（プレエントリー）にのぞんでいることがわかる。  

 最後に、就職活動を自分事と捉え主体的に行動しようとしていたかを尋ねた項目の悔過につ

いて述べる。「15.売り手市場なのだから、何とかなると思っていた」に対して、【とてもあては

まる】と回答した割合は 8.3%(n=37)であり、【あてはまらない】と回答した割合が 37.1%(n=166)
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11.何が何でも正規の社員（職員）として就職すると決めていた

12.就職活動は，自分の一生を左右する問題だと思っていた

13.就職について、失敗は許されないと思っていた

14.希望する企業から内定が得られなければ、就職浪人すればよいと思っていた

15.売り手市場なのだから、何とかなると思っていた
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であった。雇用情勢が改善されていることで楽観的になっているわけではないことも明らかに

なった。  

3.2.4 エントリーの方針と決定事項  

 就職ナビサイトを使った場合、企業に対し興味があることを示し情報提供を求めるプレエン

トリー（インターネット普及前の就職活動における資料請求はがきの送付に該当する）と、企

業に選考を受ける意思を示すエントリー（インターネット普及前の就職活動における応募書類

の送付などに該当する）の二段階が存在する。ここでは、後者のエントリー（応募）した企業

の選択方針の回答結果についてまとめる。  

 個々人が戦略を持って応募企業の選択がなされるが、その応募戦略がどのようなもので、何

が主流なのかについて明らかにされていない。具体的な応募戦略には、業界を絞りその業界の

みに応募する戦略、あまりこだわらず幅広く応募する戦略、有名企業はとりあえず応募する戦

略などである。  

 

 

図  26 応募企業の選択方針 N=447 

 

 図  26 より、「業界や職種をしぼってエントリーした」割合が 51.9％ (n=232)ともっとも多く、

次に「企業が自分にあっているかどうか関係なく幅広くエントリーした」割合で 25.7%(n=115)

であった。「就職活動を始める前から決めていた企業にのみエントリーした」という回答は

3.6％（n=16）に過ぎなかった。この結果と、「3.2.2 キャリア探索行動」での指摘を合わせて
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考えると、自己探索行動に基づき業界や職種をしぼって応募企業を決めるケースが多いと考え

られるが、環境探索行動が十分でないため、絞り込んだ業界や職種が適切かどうかは不明であ

る。この点について、今後も検討する必要がある。  

 

図  27 エントリー時期に決まっていたもの（多重回答）  

 エントリー時期に決まっていたものとして回答された割合がもっとも多かったのは「入りた

い業界」(62.0%、n=277)であり、次いで「やりたい仕事」（51.7%、n=231）であった。エント

リー時点で「入りたい会社」が決まっている割合は 33.8%(n=151)と全体の 3 分の 1 程度であ

る。それに比べると、「希望する勤務地」、「希望する雇用区分（総合職か一般職かなど）」「希望

する労働条件（給与水準、年間休日）」といった条件が決まっているケースの方が多い。「決ま

っていることがなかった」との回答も少数（6.9%、n=31）存在している。  

 

3.2.5 就職活動中の行動  

 就職活動では評価基準がわからない、選考に通らないなど自分の思うようには行かないこと

が多い。そのような場合、他者に対してアドバイスを求める、態度を変えてみるなど、経験か

ら学び、次の活動につなげていく姿勢が必要となる。このような行動がどの程度行われている

のかを明らかにするために、就職活動中の行動について尋ねた。結果を図  28 に示す。  

 「3.就職活動がうまくいかないとき、その理由を自分で考え改善していった」に対して【や

やあてはまる】【あてはまる】と回答した割合は 63.1％ (n=282)であり、「4.就職活動がうまく

いかないとき、周囲の人にアドバイスを求めた」に対して【ややあてはまる】【あてはまる】と

回答した割合もほぼ同程度 (59.3%、n=265)であった。つまり、就職活動を行いながら、自分自

身で考えたり、他者にアドバイスを求めたりしながら改善していこうとしている大学生が半数
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は存在することがわかった。なお、「5.選考に落ちたとき、その理由を企業の担当者にたずねた」

については、66.7%(n=298)が【あてはまらない】と回答しており、選考に落ちた理由が明確に

はならないながら、自分で考えながら就職活動を続けなければならないことがわかる。  

 

 

図  28 就職活動中の行動 (N=447) 

 

 「9.自分をよく見せようと飾らず、ありのままでいるようにしていた」に【ややあてはまる】

【あてはまる】と回答した割合は 79.2%(n=354)であった。しかし同時に、「1.選考の場では、

会社のカラーに応じて話し方や話す内容を変えた」や「8.面接や選考内容の情報を収集し、対

策を行った」にたいしても 5 割程度が【あてはまる】【ややあてはまる】と回答しており、そ

れぞれの企業によって対策を講じている様子もうかがえる。  

  

3.2.6.就職活動量  

 就職活動の量を表す方法として応募企業数や面接を受けた企業数、内々定を獲得した企業数

を用いることがある。本調査においても、プレエントリー（もしくは資料請求）をした社数、

説明会に出た社数、エントリー（もしくは選考を受ける意思表示）をした社数、面接を受けた

社数、内々定を獲得した社数を尋ねた。それぞれの基本統計量を表  3 に示す。  

 

表  3 就職活動量  

  度数 

最小

値 

最大

値 

中央

値 

最頻

値 

平均

値 

標準偏

差 

1.プレエントリー、もしくは資料請求をした社数 44611 0 200 30 50 38.15 35.816 

2.個別の企業説明会（学内開催を含む）に出た数 447 0 100 18 30 21.50 18.204 

3.エントリー、もしくは選考を受ける意思表示を

した社数 
447 1 130 12 20 17.18 16.284 

4.面接を受けた社数 447 1 70 8 10 10.61 9.562 

5.内々定獲得社数 447 1 18 2 1 2.10 1.599 
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 プレエントリーは個人によるばらつきが大きいものの、プレエントリー数として 50 社まで

の値を回答した割合は 78.0%であった。企業説明会についても 30 社までの値を回答した割合

が 82.6%であり、エントリーした社数とほぼ同じであった。面接を受けた社数については、10

社と回答した割合が 15.4%(n=69）ともっとも多いが、10 社未満の値を回答した割合が 53.7%

と半数を超えている。内々定獲得社数については (図  29)、1 社と回答した割合が最も多く

47.0%(n=210）、次いで 2 社であり 24.4%(n=109）など、5 社までの数値を回答した割合が

97.3%(n=435）である。2015 年 11 月時点で 4 月以降の所属が決定している者を分析対象とし

たことの影響は否めないが、内定獲得社数の二極化の傾向は、本調査では確認できなかった。  

 

図  29 内々定獲得社数  

 

3.2.7 情報収集内容  

 就職活動は企業に選考を受けるだけでなく、企業に関する情報を収集し、その情報をもとに

就職しようとする企業を意思決定していくプロセスでもある。ここでは、どのような情報を収

集しているのかを尋ねた結果を示す。  

 「4.事業内容や商品・サービスの特性に関する情報収集」について、30.6%(n=137)が【よく

した】と回答しており、この項目がもっともよく情報収集されているといえる。それ以外には、

「10.職場の人間関係・雰囲気に関する情報収集」について【よくした】と回答した割合が

28.0%(n=125）、「11.採用時の具体的給与・賞与額についての情報収集」について【よくした】

と回答した割合が 26.4%(n=118)であった。一方、情報収集があまりなされていない項目は、「12.

将来の給与見通し (30 歳くらいの給与水準）についての情報収集」で【全くしなかった】と回

答した割合が 12.3%(n=55）、「15.入社 10 年程度の人がどのような仕事をしているかについて

の情報収集」は【全くしなかった】と回答した割合が 11.9%(n=53）となっている。  

 上記から、応募しようとしている企業がどのような企業なのかという情報収集は、多くの人

がある程度行っていると考えられるが、入社してから 10 年程度たったときの見通しを立てら

れるような情報収集はあまり行われていないことが多いと考えられる。  
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図  30 企業を比較検討するためにした情報収集  

 

3.2.8 就職の際に考慮した事項  

 就職活動では、選考が進むにつれて、収集した情報を元に意思決定を行うことになる。どの

ような基準に基づき就職先を決定しているのかを明らかにするために考慮した項目を尋ねた。  

 

図  31 就職する企業を選ぶ際に考慮した事項  
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 10 項目のほとんどが考慮されているが、中でも「2.会社で働いている人の雰囲気が自分と合

っているか」は、【とても考慮した】と回答した割合が 35.8%(n=160)、【考慮した】と回答し

た割合が 45.9%(n=205)であり、8 割以上が就職先の選択条件として考慮している。また、「9.

長く働き続けられる企業かどうか」についても、【とても考慮した】と回答した割合が

30.6%(n=137)、【考慮した】と回答した割合が 46.8%(n=209)と 7 割以上が就職先を選択する条

件としていることがわかった。もっとも考慮されていない項目は、「6.その会社に就職すること

で家族が喜ぶかどうか」であり、【考慮しなかった】と回答し割合が 20.4%(n=91)であった。  

 

3.3 就職活動の結果  

 多くの大学生が内々定を得る→承諾する→卒業後の入社予定企業が決定する、というプロセ

スを経る。ここでは、入社予定企業がどのような企業なのか、当初の希望が叶ったのかなど、

就職活動の結果についてまとめる。  

 

3.3.1 入社予定企業（従業員規模）  

 入社予定企業の従業員規模について図  32 に示す。なお本調査は、卒業後にすぐ民間企業及

び NPO などの団体（公務は除く）に就業予定の大学 4 年生に対して行っているため、一般的

な進路とは異なる。  

 

図  32 入社予定企業の従業員規模 N=447 

 

 従業員規模 1001 名以上の企業に就職予定の者の割合が、40.0％(n=179)ともっとも多かった。 

 大学生の就職予定先については、先行研究（平沢 , 2009 ; 濱中 ,2007）で、大学難易度と新卒

で入社する企業の従業員規模には正の相関があることが指摘されてきた。従業員規模と大学難

易度について表  4 にしめす。Χ2 検定を行ったところ、5%水準の有意な関連があることが示さ
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れた（Χ2(30)=48.67,p<.05）。しかし、大学入学難易度が易しい大学に在籍している場合でも 3

割近くが従業員規模 1001 名以上の企業に入社予定であった。  

 

表  4 入社予定企業の従業員規模と大学入学難易度  

 民間企業   

  

1～100

名 

101～

200 名 

201～

300 名 

301 名

～500

名 

501～

1000

名 

1001 名

以上 

NPO な

どの   

とても難しい(n=25) 4.0% 8.0% 12.0% 12.0% 4.0% 60.0% 
 

100.0% 

難しい(n=83) 7.2% 6.0% 6.0% 7.2% 13.3% 57.8% 2.4% 100.0% 

どちらかといえば難し

い(n=144) 
13.9% 16.0% 3.5% 13.2% 17.4% 36.1% 

 
100.0% 

中程度(n=101) 10.9% 11.9% 6.9% 16.8% 13.9% 38.6% 1.0% 100.0% 

どちらかというと易し

い(n=60) 
21.7% 8.3% 10.0% 18.3% 15.0% 26.7% 

 
100.0% 

易しい(n=34) 23.5% 14.7% 11.8% 11.8% 11.8% 26.5% 
 

100.0% 

 全体（N=447） 13.2% 11.6% 6.7% 13.4% 14.3% 40.0% .7% 100.0% 

 企業は大卒者を総合職としてだけではなく、従来、高卒者が担っていた技能職や事務一般職

などとしても採用を行うようになっている。また、地域限定職や職務限定職を採用する企業も

増加している。このような背景から、どのような形態（雇用区分・職掌）で採用されたかを尋

ねた。図  33 は、「あなたは、どの区分として入社する予定ですか」に対する回答の結果である。  

 

図  33 採用された「職」（単一回答 N＝447）  

 

 もっとも多いのが「事務系の総合職社員」であり 29.8%(n=133)であった。これは、本調査

が 2015 年度大学卒業予定のもののみを対象とし、技術系の総合職社員として就職する者が多
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い理系大学院卒業者を調査対象から除外していることに起因すると考えられる。「地域限定総合

職」「事務一般職」で就職予定なのは依然として女性が多いことも明らかになった。  

 次に、採用された雇用区分と入社予定の企業規模についてのクロス集計表を表  5 に示す。  

 

表  5 入社予定の企業規模と採用された雇用区分のクロス集計表  

従業員規模な

ど 

事務系の

総合職社

員 

技術系の

総合職社

員 

一般職・

総合職区

別なし社

員 

地域限定

職 

職務限定

の社員 

技能（現

場）系の

社員 

事務一般

職（事務

専門職） 

その他の

専門職 

1～100 名 
8 8 22 3 4 3 4 7 

1.8% 1.8% 4.9% .7% .9% .7% .9% 1.6% 

101～200 名 
12 7 11 3 4 5 4 6 

2.7% 1.6% 2.5% .7% .9% 1.1% .9% 1.3% 

201～300 名 
9 5 6 3 3 － 1 3 

2.0% 1.1% 1.3% .7% .7% － .2% .7% 

301 名～500 名 
15 7 8 5 8 6 5 6 

3.4% 1.6% 1.8% 1.1% 1.8% 1.3% 1.1% 1.3% 

501～1000 名 
23 8 10 2 6 4 3 8 

5.1% 1.8% 2.2% .4% 1.3% .9% .7% 1.8% 

1001 名以上 
64 26 18 33 10 7 8 13 

14.3% 5.8% 4.0% 7.4% 2.2% 1.6% 1.8% 2.9% 

NPO 等の団体 
2 － － 1 － － － － 

.4% － － .2% － － － － 

  133 61 75 50 35 25 25 43 

29.8% 13.6% 16.8% 11.2% 7.8% 5.6% 5.6% 9.6% 

※表中の上段は n 数、下段は全体(N=447)に対する割合を示す  

 表  5 より、もっとも多いのは、従業員規模 1001 名以上の企業に事務系の総合職社員として

就職を予定しているもので、全体の 14.3%(n=64)であった。  

 次に、入社予定企業の認知時期と経路、内定のタイミングについて尋ねた。図  34 に、「あな

たの入社予定企業について、あてはまるものをすべて選んでください」に対する回答結果をに

示す。  

 入社予定企業が「最初に内々定をもらった」企業である割合が 39.7％ (n=178)と 4 割近くに

なっている。一方で「就職活動を開始した頃から応募していた」と回答した割合は、 33.6%

（n=150）、「大学に入学した頃から知っていた」と回答した割合は、31.5%（n=141）である。

このことから、半分程度が、大学に入学した頃は企業名も知らず、就職活動を開始した頃には

応募対象でもなかった企業に就職予定であることがわかる。また、近年増えつつある「就職先

斡旋サービス（新卒紹介）で紹介された」企業に入社を決めた人もわずかではあるが（5.8％、

n=26）存在することがわかった。  
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図  34 入社予定企業（複数回答）  

 

 「3.2.4 エントリーの方針と決定事項」で示したように、大学生は志望している企業だけ応

募対象とするとは限らず、志望していなくても応募するケースもある。しかし、このような観

点での調査結果はほとんど示されていない。本調査では、入社予定企業がどの程度志望してい

た企業だったか、さらに就職活動開始当初から認知しておりエントリーしていたかという観点

で回答を求めた。回答結果を図  35 に示す。  

 

図  35 入社予定企業の志望度とエントリー  
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 「第一志望（群）で最初からエントリー対象だった」と回答した割合が最も多いが 39.1%

（n=175）と 4 割に満たない。つまり、第一志望に入社出来た割合は 4 割に満たないことがわ

かった。 次に多いのが、「志望しておらず、最初はエントリー対象でもなかった」と回答した

割合で、31.0%(n=139)であった。図  34 の結果（半分以上が、大学入学した頃は企業名も知ら

ず、就職活動を開始した頃には応募対象でもなかった企業に入社を決めている）と整合的であ

る。  

 図  34 と図  35 を合わせて考えると、「志望していなかったが、エントリーしていた企業から

最初に内々定を獲得したため、その企業に入社するケース」が２割程度存在すると思われる。  

 

3.3.2 就職活動を通じて変化したことと影響を与えた要因  

 「3.2.1 就職に関連する行動時期」で確認したように、多くの大学生が企業の採用広報の解禁

日である大学 3 年 3 月に企業に対して資料請求を始めると同時に、会社説明会への出席、及び

一次選考への応募を行う。そして、同時期に就職先について具体的に考え始める。また、「3.2.2 

キャリア探索行動」で確認したように、プレエントリー前の「環境探索行動」は、十分に行わ

れているとは言いがたい。このため、就職活動をすすめるにしたがって、就職活動を始める前

には知らなかった職種に興味を持ったり、知らなかった企業に出会ったりすることで、それら

を志望するようになることも考えられる。このような希望の変化を明らかにするため、第一志

望企業、志望業界、志望する企業の条件、やりたい仕事、希望する働き方が就職活動を通じて

変化したかどうかをたずねた。  

 

図  36 就職活動を通じた変化（複数回答 N=447）  

 

 「志望業界が変わった」と回答された割合がもっとも多く 28.0%(n=128)であったが、「第一
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の変化がひとつもなかった割合は 34.7%（n=155）であった。  

 では、これらの変化には、何が影響を与えているのであろうか。一項目でも変化があったと

回答したケース (n=292)に対して、何がこれらの変化に影響を及ぼしたのかを尋ねた。  

 

図  37 就職活動を通じた変化に影響した要因 (n=292) 

 

 「4.面接での面接官の態度」と「5.採用担当者との会話ややりとり」が変化に【影響した】

と回答した割合がもっとも多く、33.6％ (n=98)であった。「2.座談会などで出会った社員の雰囲

気」も【影響した】と回答した割合が 28.4%(n=83)、【やや影響した】と回答した割合が

44.5%(n=130)であり、両方合わせると 72.9%の人が、影響があったと回答している。  

 「3.2.7 情報収集内容」で取り上げたような言語化され媒体で伝達可能な情報だけでなく、

様々な情報源から企業に関するイメージを作り、就職先を決定するために活用していると言え

る。  

 

3.3.3 就職活動に関連する満足度合い  

 就職活動の結果、自分が志望していた企業でない企業に入社を決めた場合が多いにもかかわ

らず、入社予定企業に対しては満足度が高いということが先行研究で指摘されている。本調査

では、内々定を得た企業や入社予定企業だけではなく、準備期間や就職活動全般についてもそ

の満足度をたずねた。  

  

この項目は経験していない

6.8 

5.5 

8.9 

1.0 

1.4 

1.7 

28.4 

15.1 

13.0 

6.5 

影響していない

7.2 

7.2 

12.3 

8.6 

3.8 

9.6 

9.9 

9.9 

15.4 

17.1 

あまり影響していない

15.8 

14.4 

27.4 

14.4 

11.0 

16.8 

19.9 

16.4 

22.6 

21.9 

やや影響した

50.0 

44.5 

37.0 

42.5 

50.3 

48.6 

25.3 

39.7 

37.3 

39.0 

影響した

20.2 

28.4 

14.4 

33.6 

33.6 

23.3 

16.4 

18.8 

11.6 

15.4 

1.座談会などで社員から直接聞いた会社や仕事の話

2.座談会などで出会った社員の雰囲気

3.社長など「えらい人」が、ビジョンや方針を語っているのを聞いたこと

4.面接での面接官の態度

5.採用担当者との会話ややりとり

6.採用選考の内容や雰囲気（試験やグループディスカッションなど）

7.インフォーマルな場でOB・OGなどの関係者から聞いた話

8.職場や仕事の内容を実際に見たこと

9.インターネット上に書かれたうわさなど

10.選考を受けに来ていた他の就活生の様子

(%)



40 

 

 

図  38 就職活動に関連する満足度合い  

 

 「4.入社予定企業」に対しては、【とても満足】という回答がもっとも多く 38.7%(n=173)で

あり、【満足していない】と回答した割合は 5.6%(n=25)に過ぎない。一方、「1.就職活動を始め

るまでの準備」については、【満足していない】と回答した割合が 19.2%(n=86)であり、【とて

も満足】と回答した割合は 7.4%(n=33)に過ぎない。さらに、「2.就職活動全般」に関する満足

度も「1.就職活動を始めるまでの準備」に比べると満足の傾向があるが、【とても満足】は

15.2%(n=68)に過ぎない。つまり、就職活動を始めるまでの準備や就職活動全般については、

満足できていない部分を認識している人もいることがわかった。  
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図  39 就職活動を通じた意識、態度、知識の変化 (N=447) 

 

 図  39 から、「9.どの業界がどんな業務をしているのかについて知ることができた」「10.複数

の職種について、仕事内容の理解が進んだ」といった業界・職種の理解が深まったかどうかを

たずねた項目について【とてもあてはまる】【あてはまる】と回答した割合が多く、3 割を超え

ている。一方「6.自分に向いている仕事がわかった」については、【とてもあてはまる】【あて

はまる】と回答した割合を合わせても 19.2%(n=86)と 2 割に満たず、【まったくあてはまらな

い】【あてはまらない】【あまりあてはまらない】と回答した割合が 40.5%(n=181)となってお

り、就職活動だけでは向いている仕事を理解したり、判断したりすることは難しいと考えられ

る。また、「1.働いていく上で自分の目標になるような人物に出会えた」についても【まったく

あてはまらない】【あてはまらない】【あまりあてはまらい】との回答が多く（47.9%、n=214）

なっている。  

 

図  40 就職活動を通じた意識の変化（ネガティブな項目）N=447 
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もたずねた。  

 図  40 から、5 項目すべてについて【あてはまる】【とてもあてはまる】と回答している割合

が 50％を超えていることが確認できる。特に、「1.社会や企業について知らないことばかりだ

と思った」は、【あてはまらない】と回答した割合が 3.1%(n=14)のみである。  

 ここまでで確認してきたことから、就職活動が「環境探索行動」の機会そのものであり、業

種や職種に対する知識を広めたり深めたりする活動になっていると考えられる。  

  

3.4 入社予定先との関係  

3.4.1 入社後の展望   

 就職活動を通じ、様々な情報源から収集した情報を元に、卒業後入社する企業を決定してい

く。「3.3.3 就職活動に関連する満足度合い」では、入社予定企業に対しては多くの人が「満

足」と回答していることがわかった。本調査では、入社予定企業に対して満足かどうかだけで

はなく、自分が選んだ企業に対して、入社後どのような展望を持っているのかをたずねた。  

 

図  41 就職後の展望  （N=447）  

 多くの項目において【ややそう思う】または【そう思う】と回答した割合が 50.0％を超えて

いる。特に「3.私は満足行く環境・設備（勤務地を含む）で働けそうだ」は 65.3%(n=292)、「4.

私は、そこに入社することでそのうちやりたい仕事ができそうだ」は 65.5%(n=293)が【やや

そう思う】または【そう思う】と回答をしており、会社に入って仕事することに対して期待を

していると捉えることができる。  

 一方、「10.私は入社後の生活には不安を感じていない」と「11.私は社会人になってから３年

程度での仕事上の目標が思い描けている」については、他の項目に比べて【そう思わない】【あ

まりそう思わない】と回答した割合が多く、30％程度がそのように回答している。さらに、「15.

会社に入ってからの毎日の生活が、だいたい想像できる」についても、【そう思わない】【あま

りそう思わない】との回答が比較的多い。  

 つまり、調査時点（大学４年生 12 月）では、会社や仕事に対しての期待は高いものの、仕
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報収集内容」で確認したように、入社直後の働く環境や条件についての情報収集は行っている

が、入社数年を見越した情報収集は積極的に行えていないことにも起因していると考えられる。 

 

3.4.1 入社予定先とのコミュニケーション  

 4 月以降に入社する企業は、内々定を得た企業から 1 社を選ぶことで決定する。10 月 1 日は

内定式が行われ、正式に内定通知を出す企業も多い。10 月から 4 月までの半年間、採用を決定

した企業としては内定辞退が発生しないように何らかのコミュニケーションをとっていると考

えられる。本調査では、どのようなコミュニケーションがなされているのか、すでに決まって

いる予定を含めて回答するように求めた。  

 

図  42 入社予定企業とのコミュニケ -ション  

 

 「社員との懇談会がある」と回答した割合がもっとも多く 42.5%(n=190)であった。二番目

に多かったのは、「内定者同士が SNS でつながっている」と回答した割合であり、39.4%（n=176）

であった。それ以外にも、「入社前の集合研修がある」、「人事担当者からの連絡がつきに一度程

度はある」割合は 3 割を超えている。  

しかし、「特にコミュニケーションはない」と回答した割合も 16.1%(n=72)存在している。  

 そこで、それぞれのコミュニケーションがあると回答した場合「1」、ない場合を「0」とし

て 10 の項目を足し、その度数分布と基本統計量を示した (図  43)。  

 いずれか一つのみの割合がもっとも多く 24.8%（n=111）である。内定防止策として、様々

なコミュニケーションが行われていると考えられがちであるが、それほど頻繁にコミュニケー

ションがとられているわけではないことがわかった。  
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図  43 入社予定企業とのコミュニケーション個数  

 

3.5 その他  

3.5.1 大学生活の充実  

 先行研究において、進路決定は大学生活の充実との関連があることが示唆されている (坂柳 , 

1997)。本調査でも、大学生活の充実について自己評価を求めた。  

 

図  44 大学生活に関する評価（N=447）  

 

 「1.私は充実した大学生活を送っている」に対して【よくあてはまる】と回答した割合は

22.4%(n=100)であった。【ややあてはまる】（45.4%、n=203）を合わせると、6 割超が充実し

た大学生活を送っていると考えている。一方、同項目に【まったくあてはまらない】 (5.1%、

n=23)、【あまりあてはまらない】 (11.4%、n=51)との回答もあり、大学生活が充実していない

と考えている割合も 2 割弱いると思われる。  

 「3.大学生のうちにもっと何かやらなければと思いながら過ごしてきた」については、【とて

もよくあてはまる】と回答した割合が 23.3%(n=104)、【ややあてはまる】と回答した割合が

43.2%(n=193)であった。大学生活において「何か」をやらなければという気持ちを調査時期で

ある大学 4 年生の 12 月でも持ち続けていることがわかった。  
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